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(1) 1962 年（昭和 37 年）商法改正以前
 現在の会社法の基本である 1899 年（明治 32 年）
商法では、「会社ハ損失ヲ填補シ且前条第一項ニ定
メタル準備金ヲ控除シタル後ニ非サレハ利益ノ配
当ヲ為スコトヲ得ス」（195 条 1 項）と定められて
いた。第 2 次世界大戦後の 1950 年（昭和 25 年）
商法改正においては、この条文がほぼ引き継がれ
ている（290 条 1 項）。
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配当可能限度額 ＝ 純資産額              … 純資産額 ＝ 資産額 － 負債額
－ 資本額
－（ 資本準備金額 ＋ 利益準備金額 ） …（ ）内を（a）とする
－ その期に積み立てる利益準備金額  … この項の利益準備金額を（b）とする






































































配当可能限度額 ＝ 純資産額               … 純資産額 ＝ 資産額 － 負債額
         － 資本額
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－ その期に積み立てる利益準備金額    … この項の利益準備金を（b）とする
         － max  {  0 , 繰延資産額の一部 －（ (a) ＋ (b) ）}
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    ＝ 剰余金の額     … 剰余金の額 ＝ その他資本剰余金額 ＋ その他利益剰余金額
     － のれん等調整額   … のれん等調整額 ＝ のれん額の 2 分の 1 ＋ 繰延資産額
      － その他有価証券評価差額金の評価差損
      － 土地再評価差額金の評価差損
      － 連結配当規制を採用した会社における連単剰余金差損











































































































































































2005 年（平成 17 年）制定の会社法では、のれ





























































































 1999 年（平成 11 年）商法改正では、市場価格
のある金銭債権、株式、社債等につき時価評価が
認められた。この新規定を受けて、利益の配当に
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7 剰余金の額は、会社法 446 条と同条の委任を受け
て定められた会社計算規則 177 条および 178 条によ
り計算される。最終事業年度の末日による剰余金の
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節 資本金の額等 第 1 款 総則 第 446 条（剰余金
の額）」森本滋・弥永真生編『会社法コンメンター
ル 11 ― 計算等（2）』商事法務、2010 年、65-69
頁。
8）岸田雅雄「商法改正と時価会計の導入」『旬刊商
事法務』第 1543 号、1999 年、4-11 頁。
9）小林量「新会社法による資本の変容」『企業会計』
第 57 巻第 9 号、2005 年、18-26 頁。





































7 剰余金の額は、会社法 446 条と同条の委任を受け
て定められた会社計算規則 177 条および 178 条によ
り計算される。最終事業年度の末日による剰余金の


































ル』第 435 号、1991 年、28-33 頁。
3）大石桂一｢会計基準設定のアウトソースと会計基









7）神田秀樹「第 2 編 株式会社 第 5 章 計算等 第 3
節 資本金の額等 第 1 款 総則 第 446 条（剰余金
の額）」森本滋・弥永真生編『会社法コンメンター
ル 11 ― 計算等（2）』商事法務、2010 年、65-69
頁。
8）岸田雅雄「商法改正と時価会計の導入」『旬刊商
事法務』第 1543 号、1999 年、4-11 頁。
9）小林量「新会社法による資本の変容」『企業会計』
第 57 巻第 9 号、2005 年、18-26 頁。




















延資産｣『企業会計』第 14 巻第 3 号、1963 年、98-99
頁。
